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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第71期

第１四半期連結
累計（会計）期間

第72期
第１四半期連結
累計（会計）期間

第71期

会計期間
自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日

自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日

自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日

売上高 （千円） 7,815,426 8,765,298 32,354,551

経常利益 （千円） 431,210 790,623 1,894,537

四半期（当期）純利益 （千円） 266,517 462,373 1,142,931

純資産額 （千円） 9,025,462 9,617,851 9,056,283

総資産額 （千円） 23,786,129 24,926,210 23,896,342

１株当たり純資産額 （円） 836.52 891.75 839.42

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 24.81 43.05 106.41

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 37.8 38.4 37.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 611,778 758,176 1,099,730

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 6,458 △113,047 △322,245

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △945,230 △245,974 △1,008,107

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 2,923,384 3,287,322 2,804,613

従業員数 （名） 598 590 594

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

（注）２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

（注）３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指導等の推移については記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成23年３月31日現在

従業員数（名） 590 (98)

（注）１　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

　

(2）提出会社の状況

　 平成23年３月31日現在

従業員数（名） 224 (60)

（注）１　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

前年同四半期比（％）

北米事業（千円） 1,242,018 －

合計（千円） 1,242,018 －

（注）１　上記金額は、製造原価によっております。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

前年同四半期比（％）

北米事業（千円） 2,059,481 －

産業資材事業（千円） 1,725,119 －

建設資材事業（千円） 1,554,222 －

スポーツ施設資材事業（千円） 190,054 －

報告セグメント計（千円） 5,528,878 －

その他（千円） 94,388 －

合計（千円） 5,623,267 －

（注）１　上記金額は、実際仕入価格によっております。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）受注実績

　当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

産業資材事業 141,896 － 194,117 －

建設資材事業 624,666 － 412,962 －

スポーツ施設資材事業 364,953 － 177,540 －

合計（千円） 1,131,516 － 784,619 －

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

前年同四半期比（％）

北米事業（千円） 3,484,968 －

産業資材事業（千円） 2,014,423 －

建設資材事業（千円） 2,351,468 －

スポーツ施設資材事業（千円） 621,225 －

報告セグメント計（千円） 8,472,085 －

その他（千円） 293,213 －

合計（千円） 8,765,298 －

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結は行われておりません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

  当第１四半期連結会計期間における日本経済は、設備投資、住宅投資が増加基調にあり、企業業績や雇用環境も改善

傾向にあったものの、３月11日に発生しました東日本大震災の影響により、景気悪化が懸念されております。世界経済

においては、中国やインド等の新興国が内需を中心に拡大しており、米国においても設備投資と生産増加を背景に企

業業績も改善し、景気は回復を続けております。　 

  このような経済環境下、当社グループの連結売上高は87億65百万円（前年同期比12.2％増）、営業利益は７億28百

万円（前年同期比78.6％増）、経常利益は７億90百万円（前年同期比83.3％増）、四半期純利益は４億62百万円（前

年同期比73.5％増）となりました。 

セグメントの業績は次のとおりであります。

[北米事業]

　北米の景気回復により各種ホース（産業用、農業用、飲料用等、多種多様なホースを取扱）の販売は堅調に推移しま

した。この結果、売上高は34億84百万円となり、営業利益は３億64百万円となりました。  　

[産業資材事業]

  建機顧客の好調な生産を背景に量産機械用資材の販売が好調な他、プラント用資材の販売も堅調に推移しました。

これらの結果、売上高は20億14百万円となり、営業利益は２億56百万円となりました。 

[建設資材事業]

  歩道橋や鉄道施設等で使用される「Ｍブレイル」や「エーストン」の販売が好調な他、商業施設等で使用される

「スーパー・マテリアルズ」の販売も好調に推移しました。公共投資分野においても道路橋梁用資材や港湾土木用資

材の販売がそれぞれ好調だったこともあり、売上高は23億51百万円となり、営業利益は１億40百万円となりました。

[スポーツ施設資材事業]

  主要取扱商品である「ネオクッション」（置床式弾性材、体育館等に施工）、「スーパーＸ］（全天候型舗装材、陸

上競技場等に施工）、「モンドターフ」（人工芝、サッカー場等に施工）の販売がそれぞれ好調だったことから売上

高は６億21百万円となり、営業利益は１億33百万円となりました。

EDINET提出書類

クリヤマ株式会社(E02979)

四半期報告書

 5/24



[その他]

  国内のアウトドアスポーツ用品事業の販売が振るわなかったものの、中国国内において中国販売子会社の量産機械

用資材の販売が増加した他、国内のホテル事業（新大阪駅近隣でビジネスホテルを経営）が震災の特需により稼働率

が向上しました。これらの結果、売上高は２億93百万円となり、営業損失は10百万円となりました。 　

　

(2）財政状態の分析

  当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて4.3％増加し、249億26百万円となりまし 

た。これは、主に現金及び預金が４億82百万円、受取手形及び売掛金が２億27百万円それぞれ増加したことによるもの

です。

  負債合計は、前連結会計年度末に比べて3.2％増加し、153億８百万円となりました。これは、主に短期借入金が ４億

４百万円、支払手形及び買掛金が３億46百万円それぞれ増加したことによるものです。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて6.2％増加し、96億17百万円となりました。これは、主に利益剰余金が３億

33百万円、為替換算調整勘定２億48百万円それぞれ増加したことによるものです。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

  当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

より４億82百万円増加し、32億87百万円となりました。主な理由は、以下のとおりであります。　 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果、得られた資金は７億58百万円（前年同期は６億11百万円の収入）となりました。これは主に税金等

調整前四半期純利益７億65百万円等が要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動の結果、使用した資金は１億13百万円（前年同期は６百万円の収入）となりました。これは主に有形固定資

産の取得による支出62百万円等が要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果、使用した資金は２億45百万円（前年同期は９億45百万円の支出）となりました。これは主に配当金

の支払額１億14百万円等が要因であります。　

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。　　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　　　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。　 

会社名
事業所名

所在地 セグメントの名称 設備の内容
投資予定額

資金調達
方法

着手及び完了予定
総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了予定

Piranha Hose

Products,Inc.

ホース工場　

米国

ミシガン州
北米事業 工場建物の拡張 135,631 －

自己資金　

又は借入金
平成23年５月　 平成23年10月　

（注）　上記の金額に消費税等は含まれておりません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,800,000

計 36,800,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年５月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,150,100 11,150,100
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 11,150,100 11,150,100 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 11,150,100 － 783,716 － 737,400

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　

EDINET提出書類

クリヤマ株式会社(E02979)

四半期報告書

 8/24



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成22年12月31日の株主名簿より記載しております。

①【発行済株式】

　 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　 　408,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式    　10,735,000 107,350 －

単元未満株式 普通株式　         6,300 － －

発行済株式総数 11,150,100 － －

総株主の議決権 － 107,350 －

（注）　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式78株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

クリヤマ株式会社

大阪市淀川区西中島

１丁目12番４号
408,800 － 408,800 3.67

計 － 408,800 － 408,800 3.67

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 511 616 559

最低（円） 435 481 370

（注）　最高及び最低株価は、東京証券取引所第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、また当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第

１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本

有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,879,322 3,396,613

受取手形及び売掛金 ※2, ※3
 7,193,462

※2
 6,965,465

商品及び製品 3,981,564 3,909,601

原材料及び貯蔵品 402,503 343,868

仕掛品 218,482 213,742

その他 475,640 449,221

貸倒引当金 △38,568 △63,509

流動資産合計 16,112,405 15,215,004

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,742,144

※1
 2,684,176

その他（純額） ※1
 2,681,076

※1
 2,645,482

有形固定資産合計 5,423,220 5,329,658

無形固定資産

のれん 58,841 58,690

その他 247,463 253,425

無形固定資産合計 306,304 312,115

投資その他の資産 3,084,279 3,039,563

固定資産合計 8,813,804 8,681,337

資産合計 24,926,210 23,896,342

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,025,398 5,678,643

短期借入金 2,856,199 2,451,349

1年内償還予定の社債 － 70,000

1年内返済予定の長期借入金 1,909,914 1,989,924

未払法人税等 277,757 218,294

賞与引当金 101,453 2,306

その他 573,062 625,654

流動負債合計 11,743,785 11,036,172

固定負債

長期借入金 2,466,309 2,829,484

退職給付引当金 449,912 437,243

役員退職慰労引当金 158,551 223,982

資産除去債務 89,159 －

その他 400,640 313,175

固定負債合計 3,564,574 3,803,886

負債合計 15,308,359 14,840,058
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 783,716 783,716

資本剰余金 839,940 839,940

利益剰余金 9,104,590 8,771,111

自己株式 △124,206 △124,206

株主資本合計 10,604,040 10,270,561

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 141,450 163,130

繰延ヘッジ損益 418 △964

為替換算調整勘定 △1,167,442 △1,416,363

評価・換算差額等合計 △1,025,573 △1,254,198

少数株主持分 39,383 39,919

純資産合計 9,617,851 9,056,283

負債純資産合計 24,926,210 23,896,342
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 7,815,426 8,765,298

売上原価 5,854,576 6,479,020

売上総利益 1,960,850 2,286,278

販売費及び一般管理費 ※1
 1,552,935

※1
 1,557,893

営業利益 407,914 728,385

営業外収益

受取利息 1,974 2,816

受取配当金 131 228

負ののれん償却額 4,037 －

持分法による投資利益 65,090 67,512

保険解約返戻金 － 24,857

その他 14,718 14,639

営業外収益合計 85,952 110,054

営業外費用

支払利息 31,584 25,104

為替差損 25,867 13,571

その他 5,204 9,140

営業外費用合計 62,656 47,815

経常利益 431,210 790,623

特別利益

子会社株式売却益 7,771 －

貸倒引当金戻入額 － 26,150

特別利益合計 7,771 26,150

特別損失

特別退職金 11,737 －

固定資産売却損 － 525

減損損失 7,304 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 50,500

特別損失合計 19,041 51,026

税金等調整前四半期純利益 419,940 765,748

法人税等 ※2
 153,653

※2
 303,910

少数株主損益調整前四半期純利益 － 461,838

少数株主損失（△） △230 △535

四半期純利益 266,517 462,373
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 419,940 765,748

減価償却費 133,490 108,889

減損損失 7,304 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 50,500

のれん償却額 12,698 1,034

負ののれん償却額 △4,037 －

持分法による投資損益（△は益） △65,090 △67,512

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,225 12,668

貸倒引当金の増減額（△は減少） 40,483 △26,168

受取利息及び受取配当金 △2,106 △3,044

支払利息 31,584 25,104

為替差損益（△は益） 220 △411

売上債権の増減額（△は増加） △1,317,505 △195,641

たな卸資産の増減額（△は増加） △152,018 △62,379

仕入債務の増減額（△は減少） 1,493,980 273,159

その他 50,844 56,001

小計 651,013 937,949

利息及び配当金の受取額 63,099 73,982

利息の支払額 △38,942 △27,613

法人税等の支払額 △63,391 △226,142

営業活動によるキャッシュ・フロー 611,778 758,176

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △105,000 △105,000

定期預金の払戻による収入 105,000 105,000

有形固定資産の取得による支出 △2,069 △62,319

有形固定資産の売却による収入 21,085 10,378

無形固定資産の取得による支出 △26,525 △5,800

投資有価証券の取得による支出 － △55,549

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

14,681 －

その他 △713 242

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,458 △113,047

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △354,859 394,743

長期借入金の返済による支出 △417,797 △452,958

社債の償還による支出 △100,000 △70,000

自己株式の取得による支出 △2 －

配当金の支払額 △72,508 △114,034

その他 △63 △3,725

財務活動によるキャッシュ・フロー △945,230 △245,974

現金及び現金同等物に係る換算差額 66,412 83,553

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △260,580 482,709

現金及び現金同等物の期首残高 3,183,965 2,804,613

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,923,384

※
 3,287,322
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

１資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してお

ります。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ819千円減少し、税金等調整前四半期純利益は51,320千円減少しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は88,782千円であります。

２「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　当第１四半期連結会計期間より「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表分) 及び

「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平成20年３月10日)を適用しており

ます。 

　これによる損益への影響はありません。　

　

【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　一部の連結子会社においては、当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算出しております。なお、当第１四半期連結会計期間末における棚卸資産の簿価切

下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積もり、簿価切下げを行う方法によって

おります。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

　一部の連結子会社においては、固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却

予定額を期間按分する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 6,889,766千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 6,656,745千円

※２　手形債権流動化に伴う買戻し義

務額
170,734千円

※２　手形債権流動化に伴う買戻し義

務額
120,413千円

※３　受取手形割引高 100,296千円               　

　４　偶発債務

　　　下記の会社の取引先への仕入債務

等に対し、債務保証を差し入れ

ております。

　　　クリテック九州株式会社

1,077千円

　４　偶発債務

　　　下記の会社の取引先への仕入債務

等に対し、債務保証を差し入れ

ております。

　　　クリテック九州株式会社

2,625千円

※５　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※５　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 202,900千円 投資その他の資産 203,685千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販管費及び一般管理費の主なもの ※１　販管費及び一般管理費の主なもの

給与手当 466,884千円

賞与引当金繰入額 85,711千円

退職給付費用 20,614千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,337千円

貸倒引当金繰入額 41,349千円

給与手当 465,227千円

賞与引当金繰入額 90,756千円

退職給付費用 19,805千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,649千円

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。

※２　同左

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,305,384千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △382,000千円

現金及び現金同等物 2,923,384千円

現金及び預金勘定 3,879,322千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △592,000千円

現金及び現金同等物 3,287,322千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式（株） 11,150,100

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式（株） 408,878

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日

定時株主総会
普通株式 128,894 12平成22年12月31日平成23年３月30日利益剰余金

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　
産業資材
事業
（千円）

建設資材
事業
（千円）

スポーツ
施設資材
事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する

    売上高
5,060,1632,213,967363,314177,9807,815,426－ 7,815,426

(2）セグメント間の内部

    売上高又は振替高
40,471 － － 14,98655,457(55,457) －

計 5,100,6342,213,967363,314192,9677,870,884(55,457)7,815,426

営業利益又は営業損失（△） 510,57472,05820,697△15,971587,358(179,443) 407,914

（注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分に属する主要な製品

産業資材事業　　　　　・・・　　　樹脂製品、各種ホース、工業用ゴム等

建設資材事業　　　　　・・・　　　道路資材、港湾資材、景観土木資材、床材等

スポーツ施設資材事業　・・・　　　スポーツ関連施設材

その他事業　　　　　　・・・　　　アウトドアスポーツ用品、ホテル業、研究開発等

３．当第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用

しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結累計期間の売上高は、産業資材事業

が18,271千円、建設資材事業が77,295千円、スポーツ施設資材事業が70,851千円増加し、営業利益は産業資材

事業が7,779千円、建設資材事業が21,532千円、スポーツ施設資材事業が16,729千円増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　
日本
（千円）

北米
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する

    売上高
4,639,3613,105,12670,9387,815,426 － 7,815,426

(2）セグメント間の内部

    売上高又は振替高
107,592 1,091 6,541 115,225(115,225) －

計 4,746,9543,106,21877,4807,930,652(115,225) 7,815,426

営業利益又は営業損失（△） 312,979272,948△11,767574,160(166,245) 407,914

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米　　・・・　　　米国、カナダ、メキシコ

その他　・・・　　　中国

３．当第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用

しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結累計期間の日本の売上高が166,417

千円増加し、営業利益が46,042千円増加しております。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,995,417 313,971 3,309,389

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 7,815,426

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 38.3 4.0 42.3

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。

(1）北米　　・・・　　　米国・カナダ他

(2）その他　・・・　　　中国・オーストラリア・シンガポール・イギリス他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

　当社グループは、商品の種類及び販売市場の類似性を考慮してセグメントを決定しており、各セグメントの統括会社

又は統括部門において、取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社のセグメントは、商品の種類及び販売市場の類似性を考慮したセグメントから構成されており、「北米

事業」「産業資材事業」「建設資材事業」及び「スポーツ施設資材事業」を報告セグメントとしております。

　各報告セグメントの主要な製品は以下の通りであります。

　

報告セグメント　 主要な製品

北米事業 各種ホース

産業資材事業　 樹脂製品、各種ホース、工業用ゴム

建設資材事業　 道路橋梁資材、港湾土木資材、建築資材、都市景観資材

スポーツ施設資材事業 スポーツ施設資材

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

北米
事業

産業
資材事業

建設
資材事業

スポーツ
施設資材
事業

合計

売上高          

外部顧客への

売上高
3,484,9682,014,4232,351,468621,2258,472,085293,2138,765,298－ 8,765,298

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

425157,430 － － 157,85627,026184,883△184,883 －

計 3,485,3942,171,8532,351,468621,2258,629,942320,2398,950,181△184,8838,765,298

セグメント

利益又は損失
364,532256,639140,035133,170894,378△10,528883,850△155,464728,385

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その主なものはホテル事業及

び中国事業であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△155,464千円には、セグメント間取引消去4,906千円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△160,371千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない販売費及び一般管理費であります。　

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。

　

（追加情報）　

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

891.75円 839.42円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益 24.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

１株当たり四半期純利益 43.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 266,517 462,373

普通株式に係る四半期純利益（千円） 266,517 462,373

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,741 10,741

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成22年５月13日
クリヤマ株式会社
取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人
　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 岡本　　髙郎　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 和田林　一毅　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているク

リヤマ株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリヤマ株式会社及び連結子会社の

平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成23年５月13日
クリヤマ株式会社
取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人
　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 岡本　　髙郎　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 和田林　一毅　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているク

リヤマ株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリヤマ株式会社及び連結子会社の

平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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